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つくば市経済部産業振興課 

  



 

 案件名 

 

つくば市中小企業・小規模企業振興基本条例（案） 

 

 募集期間 

 

令和６年 11 月 12 日 ～ 令和６年 12 月 12 日 

 

 担当課 

 

  経済部産業振興課 

 

 問合せ 

 

 

 TEL029-883-1111（内線 6364） 

 

■ 意見募集の趣旨 

 自治体の中小企業振興の基本的方針、施策の基本方向、自治体の責務、中小企業

者や住民等の役割などの理念的な事項を明確にすることで、中小企業等の振興に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために、本条例を制定するものです。 

 

■ 資料 

・つくば市中小企業・小規模企業振興基本条例（案） 

・つくば市中小企業・小規模企業振興基本条例（案）概要版 

 

■ 提出方法 

○ 直接持参   ・経済部産業振興課（コミュニティ棟３階） 

・各窓口センター 

・各地域交流センター 

・つくば市民センター 

※施設閉庁日を除く。 

○ 郵便      〒305－8555  

つくば市研究学園一丁目１番地１ 

つくば市経済部産業振興課 

○ ファクシミリ  029-868-7616 

○ 電子メール  eco053@city.tsukuba.lg.jp 

○ ホームページの電子申請・届出サービス 

※ 意見の提出については、別に定める「パブリックコメント意見提出様式」又

はホームページの電子申請・届出サービスの入力フォームに必要事項を入

力して意見をお寄せください。ただし、意見は様式以外でも提出できます。

必ず計画・条例等の名称並びに氏名及び住所（法人その他の団体は、名称、

代表者氏名及び所在地）を明記の上、提出してください。 

 

 



■ 提出された意見の取扱い 

・ パブリックコメント手続は、計画等の案の賛否を問うものではなく、内容を

より良いものにするために、意見を募集し、意思決定の参考とするものです。

提出された意見を十分考慮した上で、つくば市中小企業・小規模企業振興基

本条例の最終決定を行います。 

・ 提出された意見は、集計後から市の考え方を公表するまでの間、原文を公表

します。個人情報等の取扱いには十分注意するとともに、公表に際しては、

個人が識別できるような内容及び個人又は法人等の権利利益を害するおそ

れのある情報など公表することが不適切な情報（つくば市情報公開条例第５

条に規定する不開示情報をいいます。）については、公表しません。 

・ 提出された意見に対する市の考え方は、意見をいただいた方々に個別に回答

するのではなく、類似する意見を集約するなどして、意見の概要とそれに対

する市の考え方を公表します。 

また、案の修正を行った場合は、その修正案を公表します。 

 

■ 意見の概要及び意見に対する市の考え方の公表時期並びに公表場所 

○ 公表時期  令和７年２月月頃を予定しています。 

○ 公表場所  市ホームページ、経済部産業振興課（コミュニティ棟３階）、 

情報コーナー（庁舎１階）、 

各窓口センター、各地域交流センター、つくば市民センター 
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つくば市中小企業・小規模企業振興基本条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、中小企業・小規模企業が、経営者と従業員の創意工夫によっ

て新たな事業や商品、サービスを生み出すとともに、地域における新たな雇用を

創出するなど、地域社会の発展及び市民生活の向上に貢献する重要な存在である

ことに鑑み、中小企業・小規模企業の振興に関し、基本理念を定め、市の責務及

び中小企業・小規模企業その他の関係者の役割等を明らかにするとともに、中小

企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、

中小企業・小規模企業の持続的成長及び社会課題の解決を図り、もって本市経済

の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 中小企業・小規模企業 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１

項に規定する中小企業者（同条第５項に規定する小規模企業者を含む。）であ

って、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(2) 中小企業関係団体 商工会その他の中小企業・小規模企業に対して支援を行

う団体であって、市内においてこれを行うものをいう。 

(3) 大企業 中小企業・小規模企業以外の事業者であって、市内に事務所又は事

業所を有するものをいう。 

(4) 金融機関等 銀行、信用金庫、信用組合その他の民間金融機関、政府関係金

融機関及び信用保証協会をいう。 

(5) 教育機関 大学その他の学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定す

る学校、同法第124条に規定する専修学校及び同法第134条第１項に規定する各
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種学校であって、市内に所在するものをいう。 

(6) 研究機関 研究開発を行う機関であって、市内においてこれを行うものをい

う。 

(7) 労働団体 労働者が主体となって自主的に労働条件の維持改善その他経済的

地位の向上を図ることを主たる目的として組織する団体又はその連合団体をい

う。 

（基本理念） 

第３条 中小企業・小規模企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として、推進

されなければならない。 

(1) 中小企業・小規模企業の自主的な創意工夫及び努力が促進されることを旨と

すること。 

(2) 地域経済の発展、雇用の創出及び市民生活の向上に寄与すること。 

(3) 多様な人材が活躍できる社会の実現に寄与すること。 

(4) 国、茨城県、市、中小企業・小規模企業、中小企業関係団体、大企業、金融

機関等、教育機関、研究機関、労働団体及び市民が相互に連携及び協力を図る

こと。 

（基本施策） 

第４条 第１条の目的を達成するため、前条に定める基本理念（以下「基本理念」

という。）に基づき市が実施する基本施策は、次のとおりとする。 

(1) 中小企業・小規模企業の経営の安定及び革新、経営基盤の強化等に関する施

策 

(2) 中小企業・小規模企業の資金調達の円滑化に関する施策 

(3) 中小企業・小規模企業の販路の拡大の推進に関する施策 

(4) 中小企業・小規模企業の事業承継の促進に関する施策 

(5) 本市の特色ある地域資源を活用した中小企業・小規模企業への支援・連携体

制の構築 
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(6) 新事業の創出及び創業支援に関する施策 

(7) 中小企業・小規模企業の人材の育成及び確保並びに雇用の安定に関する施策 

(8) 中小企業・小規模企業における多様な人材が働きやすい労働環境の整備の促

進に関する施策 

(9) 中小企業・小規模企業の振興に資する企業誘致の推進に関する施策 

(10) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める施策 

（市の責務） 

第５条 市は、前条に規定する基本施策を具体的に実施するために、本市の実情に

応じた中小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的に策定し、及び実施す

るものとする。 

２ 市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適正な執行及

び透明かつ公正な競争の確保に留意しつつ、中小企業・小規模企業の受注機会の

増大に配慮するものとする。 

（中小企業・小規模企業の役割） 

第６条 中小企業・小規模企業は、基本理念にのっとり、経営の安定及び革新、経

営基盤の強化、雇用機会の確保、人材の育成、労働環境の整備等に積極的に取り

組むよう努めるものとする。 

２ 中小企業・小規模企業は、事業活動を通じて、地域社会の発展及び市民生活の

向上に寄与するよう努めるものとする。 

（中小企業関係団体の役割） 

第７条 中小企業関係団体は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業の経営

の安定及び革新、経営基盤の強化並びに事業承継、創業等への支援に積極的に取

り組むよう努めるものとする。 

２ 中小企業関係団体は、中小企業・小規模企業の実態を把握し、要望を的確に捉

え、事業活動に反映するよう努めるものとする。 

（大企業の役割） 
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第８条 大企業は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業が大企業の事業活

動並びに地域の経済及び社会において果たす役割の重要性を理解し、事業活動を

行うに当たっては、中小企業・小規模企業と連携するとともに、中小企業・小規

模企業との取引の適正化に努め、中小企業・小規模企業の持続的かつ健全な発展

に貢献するよう努めるものとする。 

２ 大企業は、中小企業・小規模企業との共存共栄の下、事業活動を通じて、地域

社会の発展及び市民生活の向上に寄与するよう努めるものとする。 

（金融機関等の役割） 

第９条 金融機関等は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業の円滑な資金

調達、経営の改善及び向上並びに事業承継、創業等に協力するよう努めるものと

する。 

（教育機関の役割） 

第１０条 教育機関は、基本理念にのっとり、教育活動を通じて、人材の育成、勤

労及び職業に対する意識の啓発、中小企業・小規模企業の振興に関する理解の促

進等に努めるものとする。 

（研究機関の役割） 

第１１条 研究機関は、基本理念にのっとり、研究成果及び研究活動から得られた

知見の普及促進等を通じて、中小企業・小規模企業の経営課題の解決に資するよ

う努めるものとする。 

（労働団体の役割） 

第１２条 労働団体は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業の振興が本市

の経済の発展及び市民生活の向上に寄与することを理解し、労働環境の整備、労

働者の福利厚生の向上等を通じて、中小企業・小規模企業の振興に資するよう努

めるものとする。 

（市民の理解及び協力） 

第１３条 市民は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業の振興が本市の経



パブリックコメント資料 

 

5 

 

済の発展及び市民生活の向上に寄与することを理解し、中小企業・小規模企業の

持続的かつ健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

（関係者の連携等） 

第１４条 市、中小企業・小規模企業その他の関係者は、基本理念にのっとり、中

小企業・小規模企業の振興に関する施策が効果的かつ効率的に実施されるよう、

適切な役割分担を行うとともに、相互に連携及び協力を図るよう努めるものとす

る。 

（財政上の措置） 

第１５条 市は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の実施に必要な財政上

の措置を講ずるよう努めるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


